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序 文 

 

パプアニューギニア国政府から、小規模農業分野における支援の要請があっ

たことを受け、当団は 1999 年に農業分野での協力可能性確認のため、短期企画

調査員を派遣しました。企画調査員の稲作振興に関する調査報告を受け、日本

国政府は同国の稲作振興に係る支援を実施することを決定し、2000 年 12 月から

長期専門家他を派遣して協力を行ってきました。 

パプアニューギニア国政府は、1998 年に策定した「国家稲作政策」および 2002

年に当団の在外開発調査の結果を受けて策定された「稲作振興にかかる国家開

発計画」で掲げた稲作普及の実現にむけて、さらなる協力の必要性を認識し、

2003 年度に、我が国に対し、派遣中の長期専門家を中心とした技術協力プロジ

ェクト「小規模稲作振興プロジェクト」を要請してきました。 

これを受けて当団は、小規模稲作振興に関する技術協力プロジェクトの実施

に向けて、プロジェクトの妥当性、内容および今後の進め方について協議する

ことを目的とし、2003 年 3 月 15 日から 3 月 22 日まで、農業開発協力部農業技

術協力課課長代理 藤井 智を団長とする基礎調査団を現地に派遣しました。 

本報告書は、同調査団の現地調査結果を取りまとめたものです。この報告書

が、今後のプロジェクトの展開に広く活用されることを願います。 

最後に、本調査の実施に際し、ご協力とご支援を賜った関係者の皆様に、深

甚なる感謝の意を表します。 
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１．調査団の派遣 

1-1. 派遣の経緯（要請の背景）・目的 

 パプアニューギニアでは近年米食が普及し、米の国内消費量は 2000 年時点で 15 万トン

超にも達し、99％を輸入に依存している。これは、マクロ経済上外貨損失をもたらすのみ

ならず、農村雇用機会の損失となっている。パプアニューギニア国農業畜産省は、食糧安

全保障局を中心に「稲と穀物事業」を計画し、小規模農業部門で米生産による自給率の向

上を進めている。同国の稲作ポテンシャルは決して低くなく、高地を除く各地で生産が可

能であるが、地元の強いニーズにもかかわらず殆どの地域において依然未開発である。こ

のような開発の遅れは、計画の不足、行政支援の弱さや不適正な技術導入などに起因する

と考えられ、基礎からの適正技術移転が必要となっている。 

 このような協力への高いニーズを受けて、2001 年から稲作振興協力プログラムとして、

長期専門家派遣、研修実施等による協力を行ってきており、平成１５年度からは技術協力

プロジェクト「小規模稲作振興プロジェクト」として引き続き協力を実施する予定である。 

 かかる背景の下、今後円滑かつ効果的な協力を行えるよう、技術協力プロジェクトの内

容および今後の手順について、現地事務所およびパプアニューギニア国側関係者と協議す

ることを目的として、本調査を実施した。 

 

1-2. 調査団の構成 

 総括    藤井 智  JICA  農業開発協力部農業技術協力課課長代理 

 協力計画  井上 琴比 JICA  アジア第二部南西アジア・大洋州課職員 

  

1-3. 調査日程： 2003 年 3 月 15 日～2003 年 3 月 22 日（8日間） 

 

日順 月日 曜日 行程 

1 3 月 15 日 土 20:05 成田発 

2 3 月 16 日 日 
13:25 ポートモレスビー着（ケアンズ経由） 

15:00 JICA PNG 事務所打ち合わせ、専門家との意見交換 

3 3 月 17 日 月 

 8:30 JICA PNG 事務所打ち合わせ 

11:00 日本大使館表敬 

13:00 国家計画・地方開発省表敬 

14:00 農業畜産省表敬・食糧安全保障局協議 

15:40 マダンへ移動  

16:20 マダン着 
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4 3 月 18 日 火 

 8:00 マダン州農業畜産水産局表敬/打ち合わせ 

 9:30 マダン・モデル農家視察 

11:30 ウシノ・モデル農家視察 

15:00 農業畜産省エラップ支所訪問/打ち合わせ 

17:00 レイへ移動 

5 3 月 19 日 水 

 8:30 モロベ州第一次産業局表敬/打ち合わせ 

 9:00 農業畜産省北部地域事務所表敬/打ち合わせ 

10:30 国立農業研究所(NARI)訪問/打ち合わせ 

11:30 台湾開発センター(ROC) 訪問/打ち合わせ 

14:00 モデル農家視察 

6 3 月 20 日 木 
 9:05 ラバウルへ移動 

13:00 OISCA ラバウル研修センター訪問/打ち合わせ 

7 3 月 21 日 金 

 9:20 ポートモレスビーへ移動 

11:00 農業畜産省報告および意見交換 

14:00 国家計画・地方開発省報告および意見交換 

16:00 JICA PNG 事務所報告 

8 3 月 22 日 土 

11:00 メディアセンター視察 

14:15 ポートモレスビー発 

20:30 成田着 

 

1-4. 主要面談者 

国家計画・地方開発省  

(Department of National Planning and Rural Development) 

(3 月 17 日表敬訪問) 

 Mr. Paul Enny,  Assistant Secretary,  

                                Aid Coordination and Management Division 

 Ms. Linda Taman, Aid Coordinator (Japan Desk),  

                Aid Coordination and Management Division 

(3 月 21 日調査報告) 

 Mr. Mosilayoza Kwayaila, First Assistant Secretary,  

                Aid Coordination and Management Division 

 Ms. Linda Taman,   Aid Coordinator (Japan Desk),  

                Aid Coordination and Management Division 

 Mr. Jonathan Kenneff, Planner, Development Planning and Program Division 
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農業畜産省 (National Department of Agriculture and Livestock) 

 Mr. Matthew’wela Kanua, Secretary 

 Mr. Anton Benjamin,   Deputy Secretary, Technical Services 

 Mr. Siva Supiramaniam,  Acting Director, Food Security Branch 

 Mr. Boni Jules,     Program Officer for JICA project,  

                                Food Security Branch   (全行程に同行) 

 小田島 成良 専門家（小規模農業普及計画） 

 

マダン州農業畜産水産局 (Department of Agriculture, Livestock and Fishery) 

 Mr. Calun Kassas,     Deputy Administrator  

 Mr. Paschal Feria,    Advisor 

 Mr. Ganet Agodop,     Provincial Agriculture officer 

 Ms. Mary Lilih,       Provincial Food Crops Officer 

 Mr. Atsushi Nakamura, JOCV (Rice Production) 

 

マダン州 州政府 

 Mr. Bunag Kiup, Deputy Governor  

 Mr. Otto Aite,  Chairman of Primary Industry Section 

 

マダン州モデル農家 

（マダン）  Mr. Peter Kaimu 

（ウシノ）  Mr. William Umbaria 

 

農業畜産省エラップ支所（エラップ農業開発センター） (NDAL Erap Station) 

 Mr. John Jave,   Rice Agronomist 

 Mr. Steven Heai, Irrigation Agronomist 

 Mr. James Duks,  Senior Livestock officer 

 

農業畜産省北部地域事務所 (Northern Region Office, Division of Provincial and 

Industry Support Services, Department of Agriculture and Livestock) 

 Mr. Masayan Mont, Regional Livestock Development Officer 
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モロベ州第一次産業局 

 Mr. Geoping Bilong, Advisor 

 Mr. Amos Buieba,    Rice Project Officer 

 

国立農業研究所（National Agriculture Research Institute） 

 Mr. Naihuwo Ahai, Director Research 

 Mr. Geoff Wiles,  Chief Scientist 

 Mr. M.S.Sajjad,   Primary Rice Breeder 

 Mr. Roy Masamdu,  Research Programme Leader 

 

台湾技術開発団 

(R.O.C. (On Taiwan) Agriculture Technical Mission to Papua New Guinea) 

 Mr. Patrick H.K. Cheng, Mission Leader  

 

モロベ州モデル農家 

（４マイル地区） Mr. Norman 

（Ahi district Poho village） Mr. Nick 

 

モロベ州第一次産業局圃場 

 Mr. Saphas Arpi, District staff, Morobe DPI 

 

OISCA エコテック研修センター（OICA Eco-Tech Training Centre） 

 荏原 美知勝 パプアニューギニア開発団団長 

 Mr. Francis   JICA 委託研修担当(専任) 

 

在パプアニューギニア日本大使館 

 山下 勝男 特命全権大使 

 清水 俊二 一等書記官 

 

JICA パプアニューギニア事務所 

 斉藤 克郎    所長 

 鯉沼 真里   所員 

 須佐見 淳   企画調査員（総合援助調整）
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２．要約 

 本調査を通じて、パプアニューギニアでは、米の生産、消費の両面からのニーズが、政

策レベルにおいても農民レベルにおいても高いことが確認された。その意味で、本プロジ

ェクトの実施意義は高いものと思われる。特に本プロジェクトでは、小規模農民の自給稲

作を対象としており、裨益者（農民）の一人一人に起こるプロジェクトによる変化は小さ

いものの、大きな変化を起こさないが故に広い裾野への広がりを期待することができる。 

 州レベル、国レベルで、様々な機関が本プロジェクトに関係しているが、プロジェクト

実施の中心であり直接の裨益者となるのは農民であり、「農民による農民への技術普及」を

念頭においている。これは、途上国においては、地域での普及指導にあたる技術者の確保

が容易ではない現状を考えると的を射ており、また、コストの面においても、事後の農村

での発展を考えても効率的な手法であるということができる。 

 しかしながら、農民から農民へという形態での稲作普及を成功させるためには、農村レ

ベルにおいてある程度の組織化がなされるか、または、少なくとも農民が他の農民へ指導

することを当然と考えるような意識が芽生えることが求められる。また、プロジェクトの

中心は農民であるが、関係する政府の諸機関についても、それぞれの責任範囲・役割分担

の明確化と、各機関の活動の調整が必要となる。従って、本プロジェクトの第一の役割は、

中央から末端農家に至るまでの稲作普及の「流れ」を作っていくことにある。 

 稲作技術の面では、モデル農家を視察した限りでは、ほぼ問題なく稲作を行っており、

現状では大きな問題は感じられない。地域の機関も稲作を振興するにあたって、籾擦り機

等の機材の村への配置、種子の配布以外には大きな問題を感じていないように見受けられ

る。しかしながら、適性品種確保の問題、病害虫の問題、土壌管理の問題は稲作が盛んに

なるにつれ、必ず発生してくるものと推測される。地域および政府レベルでも、そのため

のバックアップ体制がほとんどできていないのが現状である。この点に関しては、将来へ

続く稲作を目指すのであれば、十分に準備しておくべきあり、その点をどの程度本プロジ

ェクトに組み入れるのか十分な検討が必要である。 
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３．調査結果 

3-1. 小規模稲作の状況 

１）農業政策と稲作振興 

 パプアニューギニアでは、これまでの在外開発調査や専門家の報告書に記されていると

おり、政府は食糧安全保障の観点および米輸入による外貨流失を軽減するために、稲作振

興政策を進めている。振興政策の中では、過去の中規模稲作振興の失敗の反省から、特に

小規模農家への稲作振興を中心的な課題として捉えている。1998 年に農業畜産省が策定し

たこの振興策（資料 1：National Rice Policy Document）の中では、稲作の方向性から始

まり、稲作の振興を実際に行うための、各段階における人員の強化（質、数）、活動を実施

するための予算の割り当て（10 年間で 35.9 百万キナ、最初の１年は 4.3 百万キナ）が明示

されている。しかしながら、これらの計画には、具体的な計画が、地域的、年次別で記載

されているわけではなく、国家「スローガン」のようなものになっており、実効性が不明

確である。 

 

２）農家レベルにおける稲作へのニーズ 

 稲作は、今回訪問した３州（モロベ州・マダン州・東ニューブリテン州）の他にも各地

域で程度の差こそあれ、実施されており、また、国内に流通する米の状況を考えても、米

が国民の重要な食糧として位置付けられていることは間違いない。市場においては、オー

ストラリアからの輸入米（Trukai 社独占による）が主流を占め、地元産は極限られたもの

となっている。 

 農家は、米を家族の食糧として位置付け、また幾らかの現金を手に入れる手段としても

位置付けており、稲作を行うことの有利性を認識しつつある。 

 

３）小規模農家稲作の状況 

 稲は、陸稲として、傾斜地、平地で栽培されている他、一部水の便の良いところでは水

稲として栽培されている。栽培規模は、共同化しているところ、していないところで様々

であるが、１家族単位にすると 10 アール以内である場合が多い。今回訪問したマダン、モ

ロベ、東ニューブリテン州の３州では、開発福祉支援で実施した研修の受講者（農家）が、

地域でモデルファーマーとして稲を栽培しており、各々の農家が稲作について非常に評価

している。モロベ州の火山灰地で陸稲の作付けを行うモデル農家は、周辺の 40 の家族を集

め、区画を区切って集団栽培を行っていた。収益もかなり挙げていることがうかがわれ、

整地、脱穀、運搬、精米について各々機材を賃借し、作業の簡便化、面積の拡大を図って

いた。同じく、同州の水田農家でも集団栽培が見られ、作業から収穫物の分配まですべて
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農民により運営されていた。 

 また、マダン州では州の第一次産業局がかかわり、現段階では不十分であるが、Model 

Farmer→Contact Farmer→一般農家という技術の流れを形成している例も見られた。 

 いずれの場所においても、現段階である程度の稲作が実施されており、病害虫の問題、

施肥等についての栽培上の問題点の指摘は、農家からは聞かなかった。しかし、農家、関

係機関とも十分な稲作の知識を有していないため、一度、問題が噴出すると対応が難しい

ことが想像される。農家は極めて自給自足的であることから、今後稲作を振興するに際し

ても、低投入（無化学肥料、無農薬）が基本であり、そのためにもそのような条件でも十

分に栽培できる品種の普及が重要である。 

 

3-2. 実施関係機関 

１）農業畜産省 (NDAL: National Department of Agriculture and Livestock) 

 本件に関しては、農業畜産省の中でも主に食糧安全保障局（Food Security Branch）が

実施機関となる。また、地方においては、現在、本プロジェクトでは北部３州（東セピッ

ク、マダン、モロベ）を対象としており、その３州を含め地域を統括する北部地域事務所

が農業省直轄の機関としてプロジェクトに関係する。その他、地域事務所（モロベ）から

車で１時間離れた距離のエラップに 90 年代に設立された農業開発センターがある。 

 予算に関しては非常に厳しく、稲作振興に対して現在承認されている予算は 2003 年度で

50 万キナとなっている（予算内訳については、資料 2参照）。これは、人件費は含まない事

業費のみであるが、スタッフの旅費はここに含まれており、対象を絞り込まなければ、十

分と言える額ではない。また、農業畜産省の食糧安全保障局ではこの他に食糧安全保障の

ための事業費として 150 万キナの承認を受けており、このうち 100 万キナを稲作に仕向け

ることが現在、農業畜産省から国家計画・地方開発省に対し要請されている（資料 3：申請

レター）。 

 なお、その他に稲作振興に活用可能な予算としては、1993 年に供与された 2KR 機材の見

返り資金がある。積立額は、キナの下落によりかなり目減りしているものの、積み立て資

金については、全て稲作振興プロジェクトに使用することができることになっている（現

在の資金の積み立て状況については、資料 4を参照）。 

 

２）農業畜産省北部地域事務所 

 担当分野としては、稲作の他、畜産、水産がある。職員は４人であり、その構成はエコ

ノミスト１名、プランナー１名、マーケット１名、畜産１名である。今後食糧安全保障の

ため、１名が中央から配置されることが計画されている。予算の状況は厳しく、特に各々
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の州を回るのには交通費が嵩み十分な活動が行われていない。 

 プロジェクトの関連機関としては、その立地条件からチーフアドバイザーまたは業務調

整の駐在先として有効である。 

 

３）エラップ農業開発センター 

 マダン州からモロベ州への主線上にある。周辺では開けた平地を利用しての放牧、さと

うきびの大規模栽培がみられる。元々は地域の畜産センターとして設立されたが、90 年代

に穀物プロジェクトが実施された時、その役割に普及、研修が加わった。しかしながら、

独自予算で定期的に研修を行っている訳ではなく、現在は予算がついた時だけ細々と研修

を実施している状況である。稲作に関しては、一応スタッフとして２名の配置があるが、

彼等にとってこの分野は新分野であり、ほとんど技術、経験がない。広い敷地と老朽化し

ているが研修施設、宿泊施設を持っている。機材も一応揃っている。精米機の配置もあっ

た。 

 手直しを行えば、北部を協力の中心とした本プロジェクトの中央研修センター的な役割

を期待できる。現在配置されているスタッフのトレーニングをどの程度行うことができる

か、農民集合研修等の予算をどこからどの程度獲得できるかが、プロジェクトのコンポー

ネントに入れることができるかどうかの鍵となる。 

 

４）マダン州農業畜産水産局 

 稲作振興の為に現在１名の青年海外協力隊員が配置されている（3月に任期終了。7月よ

り後任派遣予定）。州として稲作チームを組み積極的に活動にあたっている。2002 年現在で

15 名のモデルファーマーを軸に生産振興を行い、籾収量ベースで 60 トンの実績を持つ（マ

ダン州の稲作実績については、資料５参照）。Model Farmer→Contact Farmer→一般農家の

流れを形成しており、日本の協力を受けながらも独自に機材を購入し、活動を進める等努

力が伺われる。しかしながら、予算は少なく、またスタッフにも人数的、技術的限界があ

る。 

 農民、州機関などの役割をうまく整理でき、モデルファーマーの普及場面での積極的な

参加を求めることができれば、プロジェクトの地域担当機関としては、有望である。 

 

５）モロベ州第一次産業局 

 稲作振興に関しては、この４年間関係している。ここはかつて Commercial Rice 

Production を進めてきた地域であり、現在提唱されている自給を目的とした小規模稲作に

ついては、充分整理がついていない。そのため、小規模稲作振興に関する計画はなく、予
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算の配置も考えられていない。しかしながら、稲作部門は他部門よりは予算的に恵まれて

おり、2001 年は８万キナ、2002 年には５万キナの配分があった。稲作へは１名の職員が専

従で配置されており、その他２名で活動を進めている。活動としては、2001 年度に 2 コー

ス、2002 年度に４コースの１～２週間の稲作短期研修を、農民および普及員を対象に実施

している。 

 この地域では一部水田も可能である。また、地域には台湾技術開発団（ROC）および国家

農業研究所（NARI）があり、農民が、機材、技術の支援を受けやすい条件を備えている。 

 州を強化するか直接その傘下の郡を強化するかの判断は必要であるが、稲作振興を展開

するのに相応しい地域であると考えられる。 

 

６）国家農業研究所 (NARI: National Agriculture Research Institute) 

 本部はモロベ州 Lae の市街地にあり、圃場は少し離れた地域にある。圃場では、原原種

の生産が行われると同時に国際稲研究所（International Rice Research Institute: IRRI）

等から品種を導入し、品種比較試験、選抜が行われている。圃場の管理は十分でなく、原

原種圃でありながら不揃いが見られる。また、品種比較試験においても明確なデータの提

供はなかった。研究機関というには、施設、スタッフの点からも不安がある。今後、種子

生産分野でシニアボランティアの配置が予定されている。機能が充実すれば、稲作におい

て発生する数々の問題の研究機関としてプロジェクトの枠組みの中に加えることができる

であろうが、現状のままでは過度な役割を期待することは難しい。プロジェクトでは、種

子提供機関としてのみ位置付け、栽培技術に関しては、現場に近いカウンターパート（場

合によっては直接モデル農家）に直接技術移転を考えるべきであろう。 

 

７）台湾技術開発団（ROC） 

 プロジェクトが対象と考える３州を含んだ６州に対し、種子生産供給、研修実施、精米

機貸与等の稲作協力を行っている。特に種子生産供給に重きをおいており、当方との協力

分野での競合は認められない。ROC の事務所は NARI 圃場の敷地内にあり、ROC 自体も台湾

から持ち込んだ純系品種 TCS10 の原原種増殖を行っている。TCS10 は現在広く利用されてお

り、若干の脱粒性過多が指摘されているものの総じて評判は悪くない。ROC としては、TCS10

以外の品種があまり導入されていないことを懸念しているが、ROC は、新たな品種の選定の

研究等には直接関与しないため、NARI と NDAL がその他の品種の提供を行ってくれることを

期待しているとのことであった。 

 ROC は、種子供給先として重要な存在であり、当プロジェクトの前提の一つとなる。この

先、いつまで台湾が協力を続けるのか、台湾の協力が途絶えた後も NARI は種子生産を継続
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できるのかが気掛かりな点である。 

 

８）オイスカ・エコテック研修センター 

 東ニューブリテン州ラバウル郊外に事務所、研修施設を持ち、稲作をベースに様々な総

合農業研修を実施している。研修はオイスカが独自に行う１年の総合農業研修（103 名／年）、

ADB などに施設を貸して行う研修（180 名／年）、平成 12 年度からの JICA 開発福祉支援事

業による稲作研修（50 名／年）を実施しており、農民にも評判が高い。NGO 支援事業によ

る宿泊施設の建設、草の根無償資金協力による精米機の導入等により、センターの設備の

整備が行われている。研修の他、農業畜産省からの委託による種子生産も行っており、今

年度は 26 トンを目標にしている（TCS10 と IR10 が半々）。 

 稲作研修に関わるのは３名のスタッフでいずれのスタッフもオイスカのプログラムによ

り、PNG 内および日本国内においての研修修了者である。彼等は日常の稲作管理においては

総合的に問題がないと思われるが、専門知識となると不安があることが伺われた。つまり、

彼等の技術は経験に基づくものであり、専門性に欠けるように思えた。 

 例えば、オイスカの圃場では４～５年前まで病害虫に悩まされており、毎年圃場管理に

農薬を使用していたが、「ぼかし肥」を導入して有機農業に切り替えたところ問題がなくな

ったとしている。しかし、水田でどのように生態が変化したから病気や害虫がなくなった

のか等は明確にされていない。「ぼかし肥」に関しても、これは日本でも様々な製法はある

ものの肥料を製造するまでの期間は切り替えし作業なしの５日間としており、これでは十

分な発酵が難しいと考えられ、不安がある。これについても経験であり、実際できた「ぼ

かし肥」の肥効は解明されていない。 

 オイスカは当プロジェクトをすすめるにあたって重要なパートナーであるが、プロジェ

クトとして本格的にその役割を期待する以上、技術的に十分確かであるかどうか、十分に

オイスカ側と協議を持ち技術研修の進め方を決定する必要がある。 
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４．協力の方向性 

4-1. 協力の形態 

 現在は、プロジェクトの前段階として、個別専門家、青年海外協力隊員の派遣、開発福

祉支援事業によるオイスカでのモデル農民研修、関係者の本邦研修の実施等の様々なスキ

ームにより、稲作振興協力が行われている。本プロジェクトも基本的にはこれを受け継ぐ

ものとなる。 

 協力の形態の詳細に関しては、今後現地に赴任中の個別専門家、カウンターパートを中

心としたワークショップを通じ形成されていくものと考えられるが、おおまかな方向は以

下のとおりである。 

 

１）プロジェクト目標 

 対象地域において小規模農家のための持続的な自給稲作生産モデルが確立される。 

 対象州：東セピック、マダン、モロベ州の３州 

   但し、希望者については、上記対象州以外からの研修への参加も認める。 

２）上位目標 

 対象地域とその周辺において自給のための小規模稲作が定着する。 

３）成果 

（１）小規模農家に適した自給稲作生産技術が確立する。 

（２）農民から農民への稲作生産技術の普及がなされる。 

 

 このプロジェクト目標に対し、実施体制としては次のとおり考えられる。 

１）種子生産 

 種子生産、品種の確保に関しては、プロジェクト外の活動とし、この部分は NDAL、NARI、

ROC が地方まで配布する。プロジェクトでは、この種子を受け取り、農家に配付するところ

からが守備範囲となる。 

 ただし、種子生産に関しては、現在 IR10、TCS10 を含め限られた品種については、種子

配布のラインにのっているが、栽培条件の異なる地域への対応や、条件が同じであるとし

ても品種が少ないことが、国内に広く稲作を進めていく上で支障となることが予測される。

少なくとも品種特性、各地域での適合性が明らかにされる必要がある。 

 

２）農民研修／技術者研修 

 当初は開発福祉支援の延長上でオイスカとの契約により、技術者、モデル農民の研修を

実施する。後半においては、より効率的な研修の実施体制を目指し、公的機関施設を利用
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した研修の実施を検討する（リソースセンター、研修センターの設置）。研修者の選定につ

いては、現状どおり州、郡を通じて行う。 

 モデル農民以降の研修については、マダン州で行われている方式を取り入れ、モデル農

民圃場を利用した農民による農民への研修を実施する。この場合、州、郡のスタッフはこ

れらの研修の実施調整にあたる。 

 モデル農民、技術者の研修に係る諸経費に関しては、プロジェクト現地業務費（主にオ

イスカ契約分）、および政府が配分する予算を財源とする。 

 プロジェクトによる独自研修、既存研修の改善に対し、稲作、機械／器具の日本人専門

家の投入が必要であると考えられる。 

 

３）関係機関の調整、連携 

 中央、農業畜産省地域事務所、州第一次産業局、郡事務所、モデル農民の連携、調整に

関して、日本人専門家およびその各々のレベルでのカウンターパートが一体となり行う。

中央または北部地域事務所のあるモロベ州へ専門家を配置することが想定される。 

 

４）モデル農家のフォローアップ／技術サポート 

 地域における稲作を振興する上でモデル農家のフォローアップは欠くことができない。

現在のオイスカの研修においては、多少のフォローアップは行われているが、限られたス

タッフで回ることのできる人数は限られており、内容、頻度ともに改善の余地がある。ま

た、日常のフォローアップと言う点では、地理的に離れており、期待することはできない。

そのため、プロジェクトにおいては、現存の地域機関にある程度の役割を付与し、フォロ

ーアップのシステムを確立する必要がある。直接のフォローアップにあたる機関について

は、州の事情により違いがあるものと考えられるので、全ての対象地域において同じ形態

を取る必要はない。ただし、全体のフォローアップのレベルを維持するため、地域機関が

フォローアップするための技術バックアップ機関が必要である。この場合、今回の訪問先

では、NARI あるいはエラップの農業開発センターが有望と思われるが、いずれも技術スタ

ッフの能力に不安がある。 

  

4-2. 協力実施のスケジュール 

１）プロジェクト実施形態の決定 

 相手国の負担能力、人員を考えると前述した新しい独自の農民研修や技術者研修を行う

ことは初期の段階では現実的ではなく、当面は現在なされている活動の延長上で考えるべ

きである。しかし、今後のプロジェクトの進捗を考えると連携調整の業務がかなり増大す
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ることが考えられ、プロジェクトをスタート時点から円滑にすすめるためには、活動中の

専門家に加え、現場調整業務を主とした専門家を追加的に派遣することが望ましい（プロ

ジェクト立ち上げ専門家）。これによりプロジェクト開始時点において、プロジェクト概念

の関係者間での共有を図るとともに、具体的活動、活動に対する役割分担の明確化を図る。 

 

２）事前評価調査団の派遣 

 本件に関しては、これまでの在外開発調査の結果、２KR 調査の結果、相手側レポート等

プロジェクトをデザインするための情報がかなりの程度で整っており、複数の調査団を日

本から派遣する必要性は薄い。立ち上げ専門家を派遣し、現場での体制を固めた上で、プ

ロジェクトの枠組みを決定するために事前調査団を送ることが適当であろう。 

 

３）プロジェクトの開始時期 

 現在の状況では、派遣中の個別専門家の任期が 2003 年 12 月まで、開発福祉支援による

オイスカとの契約が 2004 年３月までとなっており、継続性を維持するためには 2003 年後

半（具体的には 10 月ぐらい）からの開始が望ましいものと考えられる。 
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５．検討課題 

 今後プロジェクトを開始することを目標にする上で、次の点に関し明確にしておくべき

である。本件に関しては、相手国農業畜産省及び国家計画地域開発省には申し入れ済み（資

料６：調査報告メモ）。 

 

１）種子供給の確保 

 これに関しては、前述のとおり、プロジェクト外として考えている。種子の供給は、稲

作振興の基礎となるので、種子の量、質ともに十分に確保される必要がある。 

 

２）稲作振興に仕向けられる予算の総額、計画 

 中央レベル、地方レベルともどれくらいの予算が配分され、実際にどの程度支給される

のかはプロジェクトの正否を大きく左右する。少なくとも今後数年間の政府、地方のビジ

ョンを確認する必要がある。 

 

３）稲作振興の戦略 

 現在のポリシーペーパーでは、単に方向性が示されているだけで、実際どのように振興

されるのかが良く分からない。特に小規模農家に対してどのように PR して、どのような展

開を図ろうとしているのか具体的な戦略を確認する必要がある。 

 

４）人員の配置計画／各機関の役割、調整計画 

 プロジェクトを実施する上で、相手側の人員の配置は必至であるが、現在のところ、各

機関の責任および役割分担とともに実際にどの程度の人材が配置されるのかが明確でない。

これにより、プロジェクトのデザインは大きく変わるので、事前に確認を行う必要がある。 

 

５）他ドナーとの関係 

 パプアニューギニアでは、オーストラリアがトップドナーであるが、農業分野、特に稲

作については、他国での協力実績があるにもかかわらず、協力を実施していない。パプア

ニューギニアでは、オーストラリア企業である Trukai 社が、米を独占的に輸入しており、

その他、畜産分野でも力を持っていると思われる。このような状況において、日本の本協

力に対するオーストラリア側の反応を確認する必要がある。 
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1. Fact Finding Team 

1-1. Background 

The amount of rice consumed in Papua New Guinea has been increasing, 99 % of which depends on 

imports.  National Department of Agriculture and Livestock promotes domestic rice production to 

increase the self-sufficiency rate of rice consumption under the ‘Domestic Rice Production and 

Development Project’ administered by its Food Security Branch.  However, the rice production has 

not yet been practiced properly in most places due mainly to the lack of technical knowledge and 

clear promotion strategy.  Thus, technical cooperation in rice production is requested. 

 In response to the need for technical assistance, JICA has cooperated through the dispatch 

of experts, volunteers, and the training courses.  From FY2003, JICA is planning to commence 

‘Technical Cooperation Project for Small holder Rice Production Promotion’.  The fact finding 

team is dispatched to facilitate the smooth formation of this project.  

 

1-2. Team Member 

FUJII, Satoshi (Mr.)  Team Leader 

      Deputy Director, Agricultural Development Cooperation Dept., JICA 

INOUE, Kotohi (Ms.)  Cooperation Planning 

      Staff, Southwest Asia and Oceania Division, Regional Dept.Ⅱ, JICA 

 

1-3. Itinerary 

No Date  Itinerary 

1 3/16 Sun 
13:25  Arrival at POM  

15:00 Meeting with JICA experts 

2 2/17 Mon 

08:30 JICA Meeting, Meeting with Mr. Odashima (JICA expert) 

11:00 Courtesy call at Embassy of Japan 

13:00  Courtesy call at Department of National Planning,  

 Monitoring and Rural Development 

14:00  Courtesy call at Department of Agriculture and  

 Livestock, and Discussion 

15:40 move to Madang from POM 

16:20 arrival in Madang 

3 3/18 Tue 

8:00 courtesy call at Madang DPI 

9:30 Visit a model-farmer site in Madang 

11:30 Visit a model-farmer site in USINO 

15:00 visit Erap station 

17:00 Arrival Lae 

- 1 - 



 

4 3/19 Wed 

8:30 Courtesy call at Morobe DPI 

9:00 Courtesy call at NDAL regional office 

10:30 Courtesy call at NARI 

11:30 Courtesy call at ROC 

14:00 Visit model farmer sites in 3mile to 4mile 

5 3/20 Thu 
09:05 Move from Lae to Rabaul 

13:00 Visit OISCA centre and meeting 

6 3/21 Fri 

09:20 Move from Rabaul to POM 

11:00 JICA meeting 

14:00  Report to Department of Agriculture and Livestock 

7 3/22 Sat 14:15  Departure from POM to Narita  

 
1-4. List of Organizations and Personnel visited in PNG 

Department of National Planning, Monitoring and Rural Development 

 (Courtesy call on March 17) 

  Mr. Paul Enny, Assistant Secretary,  

                                Aid Coordination and Management Division 

  Ms. Linda Taman, Aid Coordinator (Japan Desk),  

                Aid Coordination and Management Division 

 (Report on March 21) 

  Mr. Mosilayoza Kwayaila, First Assistant Secretary,  

                Aid Coordination and Management Division 

  Ms. Linda Taman, Aid Coordinator (Japan Desk),  

                Aid Coordination and Management Division 

  Mr. Jonathan Kenneff, Planner, Development Planning and Program Division 

 

National Department of Agriculture and Livestock (NDAL) 

  Mr. Matthew’wela Kanua,  Secretary 

  Mr. Anton Benjamin,     Deputy Secretary, Technical Services 

  Mr. Siva Supiramaniam,  Acting Director, Food Security Branch 

  Mr. Boni Jules, Program Officer for JICA project,  

                             Food Security Branch   (joined the mission) 

 

Department of Agriculture, Livestock and Fishery, Madang 

  Mr. Calun Kassas,     Deputy Administrator  
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2.  Summary 

This mission found that the need for rice production is high both in terms of national policy and 

among farmers in Papua New Guinea.  Thus, the proposed technical cooperation project for rice 

production promotion is considered to be highly relevant.  In particular, this project aims to 

promote subsistence level small scale rice production, which would not require any drastic change in 

the way of farmers’ work.  This implies that the rice production could spread in many places.   

 It is supposed that there are various organizations involved in this project including both 

national level and provincial level governmental organizations.  However, the project mainly 

focuses on farmers since the project aims to promote rice production through assisting the ‘farmer to 

farmer extension system’.  This method is efficient and effective considering the fact that the 

capable and experienced extension officers are quite limited at local levels.  In addition, this farmer 

to farmer extension is considered to be cost effective and an effective way to continue promoting 

rice production in villages after the termination of the project. 

 However, to make this extension system feasible, it is required to have a certain 

organization or group among farmers, or for leading farmers to consider it their role to teach their 

knowledge and experience to each other.  In addition, although the project focuses on farmers, it is 

necessary to define roles and responsibilities of related governmental agencies in supporting farmers’ 

activities.  Thus, the primary objective of this project is to establish the system of rice production 

extension from the central government to local farmer levels.   

 Regarding the technical aspect of rice production, no serious problem was found among 

the model farmers the team visited.  Local organizations also seemed to find no serious problem 

other than the deployment of machines such as rice processing machine in each village and the 

provision of seeds.  However, it is anticipated that farmers would face the problems of seed 

provision, diseases and pest, deterioration of soil fertility as rice production spreads in the future.  

Currently, there is no system to technically assist them overcome these problems either at central or 

local levels.  The establishment of technical backup system should inevitably be taken into 

consideration in the long run.  It should be considered how much of these issues can be dealt with 

within the framework of this project.  
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3.  Facts found 

3-1. Current Situation of Small-scale Rice Production 

1) Agriculture Policy and Rice Production Promotion 

The government of Papua New Guinea has promoted rice production to maintain food security and 

to reduce outflow of foreign currency through the import of rice.  The government’s rice promotion 

policy focuses on rice production among smallholders reflecting the past failed experience of 

commercial rice production promotion.  Although the National Rice Policy Document (1998) 

contains human resource and budget allocation plans, the detailed plan for each year and for each 

area remains unclear.  

 

2) The Need for Rice Production among Farmers 

It was found that people in Papua New Guinea consider rice as their important staple food.  Trukai 

Co., the Australian company which imports rice, almost monopolizes the rice market and 

domestically grown rice has only small share (about 1 %) in the rice market. Under this situation, 

farmers recognize the benefits of producing rice by themselves both for their own consumption and 

for earning some money.  

 

3) Current Situation of Rice Production among Smallholders 

Rice is grown as upland rice on both slope and flat land and also in paddy fields in some areas with 

adequate water supply.  The average scale of land for one family is less than 10 are (1000㎡).  In 

three provinces the team visited, farmers who finished the training course offered by JICA and 

OISCA are acting as model farmers and producing rice at their own respective place.   In Madang 

province, the Department of Agriculture, Livestock, and Fishery assists and promotes the rice 

production by establishing the extension system of ‘Model farmers – Contact farmers – Other 

farmers’. 

 Both farmers and officials in related organizations did not mention any serious technical 

problems in rice production.  However, it should be noted that it must be very difficult to cope well 

with problems, such as diseases and pest, since neither farmers nor extension officers have adequate 

technical knowledge once the problems become apparent.  In addition, considering that smallholder 

farmers cannot afford fertilizers or agrochemicals, it is important to find and supply seeds which are 

less vulnerable to diseases and pest.   

 

3-2. Related Organizations 

1) National Department of Agriculture and Livestock (NDAL) 

The Food Security Branch in NDAL is in charge of rice production promotion.  The 2003 budget 

currently allocated for the rice promotion is 500,000 kina, which is not sufficient to promote rice 
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production throughout the country.  NDAL is proposing to the Department of National Planning 

and Rural Development that additional budget of 1,000,000 kina, which is appropriated for the Food 

Security Program, be diverted to rice production promotion. 

 

2) NDAL Northern Regional Office  

There are only four staff members in the office at present.  One officer for food security will be 

assigned later on.  The budget allocated for this office is far from sufficient for rice production 

promotion.  Considering the central location of the office among target provinces, it may be 

suitable to have Japanese expert being stationed at this office when the project is implemented. 

 

3) NDAL Erap Station 

Currently, Erap station offers training courses only when the fund is available.  It has large fields, 

training centers, dormitory, some agricultural machines including rice processing machine.  

Although the facility is relatively old, it is possible to utilize this place as a central training center for 

the project.  Staff training and budget allocation are important to make this plan viable.  

 

4) Department of Agriculture, Fishery, and Livestock (Madang Province) 

With Japanese cooperation, including the dispatch of JOCV, they actively promote rice production.  

They have established the extension flow of ‘Model farmers – Contact farmers – Other local 

farmers’.  Although budget is very limited and human resource for rice production extension is far 

from sufficient, this organization could be utilized as a resource center for the province. 

 

5) Department of Primary Industry (Morobe Province) 

The plan for smallholder rice production promotion is not clearly established in the province.  They 

have conducted some rice production training for farmers and extension officers.  Since there are 

other related organizations, such as NARI and ROC, in this province, technical assistance and 

machines are relatively easy to access for local farmers.  Thus, it is considered appropriate to 

promote rice production in this province.  

 

6) National Agriculture Research Institute (NARI) 

NARI is producing foundation seeds and conducting experiments to select varieties.  However, it 

seems NARI does not have adequate facilities and technical personnel to become a central research 

organization for rice cultivation.  Considering the current situation, it is not realistic to expect 

NARI to be responsible for full technical support in the field of rice.  However, it is at least 

expected that NARI produces and supplies necessary seeds.  
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7) R.O.C. (On Taiwan) Agriculture Technical Mission to Papua New Guinea 

ROC focuses on seed production, thus, there is no overlap of cooperation with JICA. The 

relationship between ROC and JICA is rather complementary.  ROC is an important source of seed 

supply, which is indispensable for the project activities.    

 

8) OISCA Eco-tech Center (Rabaul, East New Britain) 

Since FY2000, OISCA offers rice production training course with 50 participants a year under the 

contract with JICA.  OISCA also offers its own training courses in agriculture.  In addition to 

training, OISCA produces seeds (TCS10 and IR10) upon request from NDAL.   

 There are three OISCA staff members who are in charge of rice production training.  

Although their overall knowledge of rice production seemed satisfactory, it seemed they are not 

experts in rice production.  Since OISCA remains to be an important partner and is expected to play 

an important role within the project framework, technical aspects of rice production training course 

should be discussed further.   
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4.  Technical Cooperation 

4-1. Overall Framework of Technical Cooperation 

The overall framework is as follows: 

(1) Project purpose 

Sustainable model of subsistence rice production for small scale farmers is established in target 

areas.  

Target areas: East Sepik, Madang, Morobe province 

*Training course will accept participants from other provinces.  

(2) Overall goal 

Small scale farmers in target areas and surrounding areas adopt and practice rice production.  

(3) Output 

1. Subsistence rice production technique suitable for small scale farmers is established.  

2. The farmer to farmer extension of rice production technique is conducted.  

 

The project will be implemented with the following framework: 

1) Seed Production 

Seed production and supply of appropriate variety are considered to be outside of the project.  It is 

expected that NDAL, NARI, and ROC produce and supply seed to each area.  The project will 

take the responsibility of distributing supplied seed to local farmers. 

 However, to select and supply seed varieties which are suitable for each region is 

important for the success of the project.   Currently, only limited varieties, such as IR10 and 

TCS10, are available, which would hinder the spread of rice production in areas with different 

climate conditions.  Thus, experiments should be conducted to clarify major characteristics and 

adaptability of each seed variety. 

 

2) Training of Farmers/Specialists 

At the beginning of the project, the training for both model farmers and extension officers will be 

conducted by OISCA under the current contract.  At the latter stage of the project, the 

establishment of resource centers utilizing existing public facilities should be considered to have 

more efficient training system at each target area.  Participants for training courses will be selected 

through provinces and districts.   

 Model farmers, who finished the training course, offer trainings for local farmers at their 

respective site.  The provincial and district government officers will assist model farmers train 

other farmers.  The cost of training courses will be born by model farmers, the project (major part 

is the contract with OISCA), and government budget.   

 To start training courses at resource centers in provinces and upgrade existing training 
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courses, it is necessary to have Japanese experts in the field of rice production and agricultural 

machinery/tools operation and maintenance 

 

3) Coordination among Related organizations 

Japanese expert and counterparts at respective organization have to work together to coordinate 

related organizations and personnel and project activities.  Japanese expert may be dispatched and 

stationed at either NDAL or Northern regional office of DAL.  

 

4) Follow up and Technical Assistance to Model Farmers 

To establish the system to offer technical assistance to model farmers in their daily activities is 

indispensable to promote rice production in local areas.  OISCA does not have enough number of 

staff to follow up all training participants and is far from target provinces.  Thus, the project 

should aim to establish the technical support system at each provincial level utilizing existing 

organizations.  In addition, the central organization which is responsible for overall technical 

assistance should be established.  It seems possible to utilize either NARI or NDAL Erap station 

although both of them do not have sufficient technical personnel.   

 

4-2. Schedule 

1) Formulation of the Project  

To start the project smoothly, it is desirable to dispatch one more Japanese expert in addition to the 

long-term expert (Mr. Odashima).  The experts should clarify the roles and responsibilities of 

related organizations and concerned people and planned activities of the project.   

 

2) Preparatory Study Team 

Since there is sufficient amount of information already obtained from various reports and research, it 

is sufficient to send only one preparatory study team.   

 

3) Schedule to Start the Project 

It is desirable if the project could be launched in the latter half of FY 2003 (possibly, around 

October) before the term of the expert will end in December 2003.   
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5.  Things to be Clarified 

The following points should be clarified before the start of the project.   

The mission has already reported these points to NDAL and National Planning Department. 

(1) Seed supply system 

(2) A total amount of budget allocated for rice production promotion.  

(3) Precise strategy of rice production promotion, including PR to small scale farmers.  

(4) The plan of personnel assignment for rice production promotion in national and local levels. 

(5) The plan of coordination and collaboration of concerned organizations, such as donor agencies, 

and their respective roles and responsibility.  
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